
国民健康保険特別会計

◎ 国民健康保険特別会計

○世帯数・被保険者の状況

＜参考＞

○平成29年3月末現在　市世帯数　22,926世帯／市人口　51,872人

○平成28年3月末現在

　国保加入世帯数　10,065世帯／被保険者数　16,842人

　（被保険者数内訳：　一般被保険者　16,111人／退職被保険者　731人）

・月別異動状況

施 策 の 成 果 及 び 執 行 実 績

平成29年3月末現在の国保の加入状況は、9,660世帯、15,869人で、市全体に占める割合
は、世帯で42.14％、被保険者で30.59％となっている。
平成28年3月末との比較では、世帯で405世帯（4.0％）の減、被保険者で973人（5.8％）

の減少と微減している。
加入者の内訳をみると、一般被保険者15,449人に対し、退職被保険者420人となってい

る。

（単位：人）

5 10,070 16,797 16,116 681

6 10,055 16,700 16,030 670

月 世帯数 全被保険者数 一般被保険者数 退職被保険者数

4 10,153 16,932 16,228 704

16,003 650

8 10,024 16,590 15,955 635

9 9,976 16,501 15,904 597

7 10,050 16,653

10 9,896 16,365 15,799 566

11 9,809 16,213 15,684 529

12 9,763 16,092 15,596 496

1 9,739 16,017 15,552 465

平均 9,907 16,388 15,816 572

2 9,683 15,922 15,475 447

3 9,660 15,869 15,449 420
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国民健康保険特別会計

施 策 の 成 果 及 び 執 行 実 績

○保険税（料）の収納状況

・収納状況（総計）

○療養給付費の状況

（単位：円）

内訳 調定額 収入済額 未納額 還付未済額
収納率（％）

（平成27年度）

　平成28年度国民健康保険税率は平成27年度税率からの据え置きとした。
　収納対策については、国民健康保険被保険者証の更新などの機会を捉え随時に納付相談
へと繋げ滞納解消を促すとともに、差し押さえの実施やインターネット競売等の滞納処分
を進めた。
　収納率は、現年分で1.17％の増、滞納繰越分で0.49％の減、全体では1.54％の増となっ
た。
　また、20,475,796円の不納欠損処分を行った。

一
般
被
保
険
者

現年度分 1,279,777,473 1,198,380,927 81,396,546 972,309

計 1,727,528,461 1,305,943,888 421,584,573 1,020,459

93.56

(92.29)

滞納繰越分 447,750,988 107,562,961 340,188,027 48,150
24.01

(24.32)

75.54

(73.64)

現年度分 55,279,527 53,486,593 1,792,934 2,225
96.75

現年度分合計 1,335,057,000 1,251,867,520 83,189,480 974,534
93.70

(92.53)

計 70,286,464 58,706,818 11,579,646 18,075
83.50

(85.89)

退
職
被
保
険
者

(96.17)

滞納繰越分 15,006,937 5,220,225 9,786,712 15,850
34.68

(38.78)

保険税総計 1,797,814,925 1,364,650,706 433,164,219 1,038,534
75.85

(74.31)

滞納繰越分合計 462,757,925 112,783,186 349,974,739 64,000
24.36

(24.85)

※　収納率は、収入済額から還付未済額を除いたもの。

医療機関からの請求によるもので平成27年度との年間支出額を比較してみると、一般被
保険者分で116,139,967円の減、退職被保険者分で66,151,839円の減、全体として
182,291,806円の減となっている。
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国民健康保険特別会計

施 策 の 成 果 及 び 執 行 実 績

・月別（診療月）支払状況

○療養費の状況

・月別支払状況

3 361,205,184 17,543,749 378,748,933

4 314,276,636 17,429,885 331,706,521

月 一般被保険者分 退職被保険者分 計

（単位：円）

7 310,356,024 15,338,874 325,694,898

8 325,368,360 14,156,868 339,525,228

5 288,039,298 14,404,556 302,443,854

6 328,666,288 20,666,629 349,332,917

11 322,850,420 15,886,610 338,737,030

12 308,593,086 10,355,254 318,948,340

9 336,068,311 11,562,807 347,631,118

10 307,926,547 9,979,531 317,906,078

年間支出額 3,825,448,065 174,796,078 4,000,244,143

平成27年度支出額 3,941,588,032 240,947,917 4,182,535,949

1 318,195,657 10,634,249 328,829,906

2 303,902,254 16,837,066 320,739,320

4 2,948,404 57,921 3,006,325

5 2,790,228 77,737 2,867,965

月 一般被保険者分 退職被保険者分 計

8 3,511,277 52,990 3,564,267

9 3,542,072 103,487 3,645,559

6 3,029,498 59,800 3,089,298

7 2,698,197 48,375 2,746,572

12 3,342,647 69,867 3,412,514

1 3,143,067 110,666 3,253,733

10 3,182,814 82,286 3,265,100

11 3,378,704 73,250 3,451,954

年間支出額 37,176,573 877,596 38,054,169

平成27年度支出額 39,341,737 1,117,643 40,459,380

2 2,945,142 65,457 3,010,599

3 2,664,523 75,760 2,740,283

被保険者からの請求分で柔道整復師・治療用装具等にかかるものを支払った。平成27年
度との年間支出額を比較してみると、一般被保険者分で2,165,164円の減、退職被保険者分
で240,047円の減、全体として2,405,211円の減となっている。

（単位：円）
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国民健康保険特別会計

施 策 の 成 果 及 び 執 行 実 績

○高額療養費の状況

・月別支払状況

○高額介護合算療養費の状況

　支給件数  一般分　14件　302,483円、　退職分　0件

（※参考　平成27年度　一般分14件　230,876円　退職分　0件）

○出産育児一時金の状況

○葬祭費の状況

○特定健康診査事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円 【保険年金課】

4 42,971,529 1,885,479 44,857,008

5 49,521,409 2,723,735 52,245,144

月 一般被保険者分 退職被保険者分 計

8 43,860,640 4,326,858 48,187,498

9 44,451,897 2,569,973 47,021,870

6 41,312,352 2,705,773 44,018,125

7 38,837,822 2,611,339 41,449,161

12 42,246,868 1,325,672 43,572,540

1 48,434,755 3,747,379 52,182,134

10 44,737,915 3,060,749 47,798,664

11 52,954,730 1,666,093 54,620,823

年間支出額 538,091,428 30,146,578 568,238,006

平成27年度支出額 520,533,993 37,130,618 557,664,611

2 41,276,762 1,662,256 42,939,018

3 47,484,749 1,861,272 49,346,021

　支給件数　95件　4,750,000円　（※参考　平成27年度　121件　6,050,000円）

　受診者数　3,908人（対象者数　11,877人  実施率 32.9％）※速報値による。
　　　 　　　　　　（※参考　平成27年度  実施率 33.1％）

1か月の窓口負担の医療費が基準額以上のものに対して高額療養費を支払った。平成27年
度との年間支出額を比較してみると、一般被保険者分で17,557,435円の増、退職被保険者
分で6,984,040円の減、全体として10,573,395円の増となっている。

　年間の医療費と介護費用が基準額以上の場合に高額介護合算療養費を支払った。

　1産児につき42万円（産科医療保障制度未加入の場合等を除く。）を支給した。

　死亡1件につき5万円を支給した。

　平成20年度から生活習慣病の発症原因とされているメタボリックシンドローム（内臓脂
肪症候群）の予防と解消を目的として、特定健康診査を40歳から74歳までの被保険者を対
象に実施している。また、健診の結果、メタボリックシンドロームやその予備軍と診断さ
れた被保険者を対象とした特定保健指導については、健康推進課で実施した。

（単位：円）

　支給件数　42件　17,512,000円　（※参考　平成27年度　43件　18,028,000円）

40,331,686
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国民健康保険特別会計

施 策 の 成 果 及 び 執 行 実 績

〇特定保健指導事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円 【健康推進課】

〇特定保健指導情報提供事業 ・・・・・・・・・・・ 円 【保険年金課】

〇生活習慣病予防対策支援事業 ・・・・・・・・・・・ 円 【健康推進課】

〇歯科教室事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円 【健康推進課】

回 組

回 組

〇フッ化物応用事業・・・・・・・・・・・・・・・・ 円 【健康推進課】

（平成29年3月末現在値）

　測定講座・健診結果の見かた講座、食生活改善教室、運動実践講座、歯周病予防講座
の4回実施した。

　4回シリーズ　延べ26人　実人数9人

・2歳6か月児歯科教室

合計 633 21 21 0 590

実施回数： 10 来所者数： 224

・2歳児歯科教室 実施回数： 10 来所者数： 216

・収入の状況

　対象者数　4,082人

・内　容

358,108

・参加者数

　食事のとり方講座（食生活改善教室）個人負担金　2,700円

　2歳児、2歳6か月児を対象に、歯科医師による歯科検診、歯科衛生士によるブラッシング
指導やフッ化物塗布事業を同時に実施し、年齢に応じた歯科健康教育を実施した。

平成27年度特定健診受診者分 平成28年度特定健診受診者分

対象者数 利用者数 対象者数 利用者数
終了 脱落 終了 脱落

0 0 170 07 0

0

0 0

537,315

265,283

17 0

598,895

　子どものむし歯罹患率の減少を図るため、保育所・幼稚園の4歳児、5歳児を対象に、む
し歯予防効果のあるフッ化物（フッ素）塗布を実施し、また、歯科医師会と協働でフッ化
物溶解液のうがいを実施した。

　特定健康診査の結果をもとに特定保健指導の必要な対象者を抽出し、希望者に対して保
健師、管理栄養士が保健指導（積極的支援・動機付け支援）を行った。

　特定健診受診者に継続して健診を受けることの必要性を意識づけるため、啓発資料を送
付した。

　平成27年度特定保健指導未利用者、平成27年度特定健康診査受診者のうち、1因子のみま
たは2因子保有者で希望する人に対して生活習慣改善のための健康教室を実施した。

902,277

動機付け支援 461 21 21 0 420 10

積極的支援 172 0

・実施状況 （単位：人）
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国民健康保険特別会計

施 策 の 成 果 及 び 執 行 実 績

7 人

6 人

2 人

2 人

〇歯と口の健康づくりネットワーク事業 ・・・・・・・ 円 【健康推進課】

・歯科講演会　3回　参加者　延べ66人

・歯科健康教育（保育所・幼稚園・小学校）9回　参加者延べ231人

〇特定健康診査等受診対策事業 ・・・・・・・・・・ 円 【健康推進課】

〇運動推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円 【健康推進課】587,408

か所 141

・志摩市歯と口の健康づくり推進ネットワーク会議（連携会議）　  3回

対象年齢
国保加入者の受診者数（人）

個別 集団 合計

幼稚園 か所 165

40歳以上 28 28

40歳以上 576 130 706

3,275,900

・志摩市歯と口の健康づくり推進ネットワーク会議（代表者会議）　3回

保育所

・保育所・幼稚園フッ化物洗口

幼稚園 か所 242

・保育所・幼稚園フッ化物塗布

保育所 か所 48

20歳以上 11 226 237

40歳以上 21 256 277

391,903

906 259 1165

50歳以上 783 783

30歳以上 181 181

40歳以上 472 472

　住民参加による歯の健康づくりの推進を図るため、歯科医師会等関係機関と連携し、会
議の開催や講演会を実施した。

市が実施しているがん検診等受診者のうち、市の国民健康保険加入者の個人負担金を無
料化することにより、がん検診の受診率向上及び特定健康診査受診率向上を図った。

　運動習慣の少ない年代に着目した研修会等を実施し、健康づくりとして運動に取り組む
市民の増加を図った。
　地域で運動を推進できる身近なリーダーとして、運動推進リーダーを養成した。また、
既に活動している運動推進リーダーに対しては、スキルアップのために運動に関する専門
的知識や実技の方法論についての研修を行い、運動推進リーダーが中心となって各地区で
活動している運動グループの活動を支援することで運動の継続を図った。

検診種類

肝炎ウイルス検診

胃がん検診

子宮頸がん検診

乳がん検診（マンモグラフィ）

乳がん検診（エコー）

肺がん検診

大腸がん検診

前立腺がん検診

　　　　　　　　　　　　　　　　(健康チェック：3回　95人)

・ノルディックウォーキング講座：2回　28人

・女性向け運動講座：2回　27人

・運動推進連絡会議：2回　延べ77人

・運動推進リーダー継続研修会　：2回　延べ113人

40歳以上
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施 策 の 成 果 及 び 執 行 実 績

○直営診療施設勘定繰出金 ・・・・・・・・・・・・・・・ 円 【保険年金課】

・国民健康保険志摩市民病院

救急患者受入体制支援事業

・国民健康保険浜島診療所

4,486,000

3,766,000円

 720,000円デジタル画像診断システムの購入

国保特別会計で受け入れた志摩市民病院の施設運営並びに浜島診療所の施設整備に係る
特別調整交付金相当額を 病院事業会計へ繰り出しを行った。

・運動推進リーダー養成研修会：4回　延べ51人

・2016健康フェスタ～ふれあい志摩～：91人

・2016健康フェスタ～ふれあい志摩～運営委員会：2回
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